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第一部 【企業情報】 
  

第１ 【企業の概況】 
  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 
３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 
４ 平成26年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第44期の期首に当該株

式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。 
  

２ 【事業の内容】 

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。 

回次 
第44期 

第２四半期 
累計期間 

第45期 
第２四半期 
累計期間 

第44期 

会計期間 
自  平成26年４月１日

至  平成26年９月30日

自  平成27年４月１日 

至  平成27年９月30日 

自  平成26年４月１日

至  平成27年３月31日

売上高 （千円） 5,893,578 6,591,684 12,567,067 

経常利益 （千円） 533,052 755,492 1,162,810 

四半期（当期）純利益 （千円） 334,090 499,339 663,311 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 526,584 526,584 526,584 

発行済株式総数 （株） 6,932,996 13,865,992 13,865,992 

純資産額 （千円） 4,453,998 5,135,196 4,806,390 

総資産額 （千円） 7,479,343 8,309,524 8,340,598 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 27.54 41.16 54.67 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 15.00 

自己資本比率 （％） 59.6 61.8 57.6 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 590,005 483,462 980,481 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △5,521 △2,691 △109,498 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △152,356 △182,762 △154,585 

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 （千円） 4,946,886 5,529,165 5,231,157 
 

回次 
第44期 

第２四半期 
会計期間 

第45期 
第２四半期 
会計期間 

会計期間 
自  平成26年７月１日

至  平成26年９月30日

自  平成27年７月１日 

至  平成27年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 15.06 21.56 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第２四半期累計期間における日本経済は、企業収益や雇用情勢の改善がみられ、緩やかな回復基調が続きまし

た。一方、中国をはじめとするアジア新興国経済の景気下振れリスクが依然として存在すること等により、先行き

は不透明な状況が続いております。 

当社が属する情報サービス業界におきましては、企業収益の改善を背景に、金融業などを中心とした企業のソフ

トウェア投資は堅調に推移しております。 

このような環境のもと、当社は当事業年度を初年度とする中期事業計画（2015年～2017年度）をスタートさせ、

①「継続的かつ安定的な事業拡大」、②「ＥＳ（社員満足度）の向上」、③「モノ作り力の向上」を重点戦略とし

た取り組みを推進しております。また、営業活動面におきましては既存顧客との取引拡大、新規顧客の獲得に注力

してまいりました。 

これらの結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高は6,591百万円（前年同期比11.8％増）、営業利益は751

百万円（同42.4％増）、経常利益は755百万円（同41.7％増）、四半期純利益は499百万円（同49.5％増）となりま

した。 

  

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

①ソフトウェア開発 

当社の中心的なビジネス領域である金融系分野の売上高は5,357百万円（前年同期比18.3％増）となりました。

税制改正対応の案件や投信関連業務の受注が伸びた銀行系業務は1,249百万円（同27.2％増）、ネット証券会社

の基幹システムやデリバティブ案件の受注が伸びた証券系業務は943百万円（同47.6％増）、基幹システムの保守

が拡大した生命保険系業務は1,289百万円（同21.9％増）と好調に推移しました。また、統合案件や基幹システム

の保守案件を継続受注した損害保険系業務は1,761百万円（同2.4％増）と堅調に推移しました。 

非金融系分野の売上高は1,066百万円（同10.2％減）となりました。開発の終了に伴い、医療・福祉系業務は

470百万円（同12.8％減）、運輸・郵便系業務は202百万円（同25.3％減）と前年同期を下回りましたが、通信系

業務は大型案件獲得により、213百万円（同25.9％増）と伸展いたしました。 

これらの結果、ソフトウェア開発の売上高は6,424百万円（同12.4％増）となりました。 

②情報システムサービス等 

主たる業務であるコンピュータ運用管理業務は運用の統合化が進み、情報システムサービス等の売上高は167百

万円（前年同期比4.7％減）と前年同期を若干下回りました。 
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(2) 財政状態の分析 

＜資産、負債及び純資産の状況＞ 

当第２四半期会計期間末における総資産は8,309百万円となり前事業年度末に比べ31百万円減少しております。こ

れは主として、現金及び預金が297百万円、仕掛品が84百万円、投資有価証券が16百万円、繰延税金資産（固定資

産）が13百万円増加し、売掛金が390百万円、繰延税金資産（流動資産）が47百万円減少したことによります。 

負債合計は3,174百万円となり前事業年度末に比べ359百万円減少しております。これは主として、退職給付引当

金が54百万円増加し、買掛金が44百万円、未払金が127百万円、未払法人税等が64百万円、賞与引当金が11百万円、

その他流動負債が157百万円減少したことによります。  

純資産は5,135百万円となり、前事業年度末に比べ328百万円増加しております。これは主として、四半期純利益

499百万円を計上したこと、剰余金の配当により181百万円減少したことによります。これらの結果、自己資本比率

は61.8％となり、前事業年度末に比べ4.2ポイント増加しております。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ298百

万円増加し、5,529百万円（前年同期比11.8％増）となりました。 

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は483百万円（同18.1％減）となりました。これは主な増加要因として、税引前四

半期純利益が755百万円、売上債権の減少額が390百万円、主な減少要因として、たな卸資産の増加額が84百万

円、未払消費税等の減少額が157百万円、その他の減少額が123百万円、法人税等の支払額が298百万円あったこと

によります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は２百万円（同51.3％減）となりました。これは主に有形固定資産の取得による

支出２百万円があったことによります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は182百万円（同20.0％増）となりました。これは主に配当金の支払額181百万円

があったことによります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①  【株式の総数】 

  

  

②  【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 48,000,000 

計 48,000,000 
 

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成27年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年11月６日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 13,865,992 13,865,992 
東京証券取引所
市場第一部 

単元株式数は100株
であります。 

計 13,865,992 13,865,992 － － 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高 
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成27年７月１日～ 
平成27年９月30日 

－ 13,865,992 － 526,584 － 531,902 
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(6) 【大株主の状況】 

平成27年９月30日現在 

(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式1,733千株（12.50％）があります。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）   207千株 

    日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）      79千株 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

東邦システムサイエンス従業員 
持株会 

東京都文京区小石川一丁目12番14号 1,509 10.88 

有限会社福田製作所 富山県小矢部市谷坪野６１８ 1,000 7.21 

渡邉 一彦 埼玉県飯能市 657 4.74 

日本ユニシス株式会社 東京都江東区豊洲一丁目１番１号 585 4.22 

篠原 誠司 埼玉県さいたま市大宮区 441 3.18 

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 299 2.16 

株式会社野村総合研究所 東京都千代田区丸の内一丁目６番５号 245 1.77 

富士通エフ・アイ・ピー株式会社 東京都江東区青海二丁目４番32号 234 1.69 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 185 1.34 

染宮 俊伸 神奈川県川崎市宮前区 185 1.33 

計 － 5,342 38.53 
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(7) 【議決権の状況】 

①  【発行済株式】 

平成27年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,700株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数27個が含まれております。 

  

②  【自己株式等】 

平成27年９月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式 1,733,700 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,117,000 121,170 － 

単元未満株式 普通株式 15,292 － － 

発行済株式総数   13,865,992 － － 

総株主の議決権   － 121,170 － 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式）           

株式会社 
東邦システムサイエンス 

東京都文京区小石川 
一丁目12番14号 

1,733,700 － 1,733,700 12.50 

計 － 1,733,700 － 1,733,700 12.50 
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第４ 【経理の状況】 

  

１ 四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成27年７月１日から平成27年

９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３ 四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成27年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 4,935,521 5,233,457 

    売掛金 1,840,209 1,449,242 

    有価証券 405,782 405,855 

    仕掛品 8,587 93,555 

    繰延税金資産 203,326 155,393 

    その他 63,751 61,037 

    貸倒引当金 △5,521 △4,328 

    流動資産合計 7,451,659 7,394,215 

  固定資産     

    有形固定資産 26,180 27,822 

    無形固定資産 37,553 29,696 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 154,303 171,215 

      繰延税金資産 518,070 531,550 

      その他 157,581 159,774 

      貸倒引当金 △4,750 △4,750 

      投資その他の資産合計 825,205 857,790 

    固定資産合計 888,939 915,309 

  資産合計 8,340,598 8,309,524 
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                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成27年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 670,019 625,353 

    リース債務 3,168 3,185 

    未払金 149,622 22,008 

    未払費用 109,659 105,916 

    未払法人税等 309,043 244,108 

    賞与引当金 360,970 349,724 

    役員賞与引当金 8,950 － 

    その他 263,545 106,386 

    流動負債合計 1,874,979 1,456,682 

  固定負債     

    リース債務 6,440 4,843 

    退職給付引当金 1,507,721 1,562,410 

    役員退職慰労引当金 145,066 150,391 

    固定負債合計 1,659,227 1,717,645 

  負債合計 3,534,207 3,174,328 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 526,584 526,584 

    資本剰余金 531,902 531,902 

    利益剰余金 4,242,186 4,559,542 

    自己株式 △545,581 △545,581 

    株主資本合計 4,755,090 5,072,446 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 51,299 62,749 

    評価・換算差額等合計 51,299 62,749 

  純資産合計 4,806,390 5,135,196 

負債純資産合計 8,340,598 8,309,524 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第２四半期累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 5,893,578 6,591,684 

売上原価 4,841,532 5,298,193 

売上総利益 1,052,046 1,293,490 

販売費及び一般管理費 ※１  524,342 ※１  542,197 

営業利益 527,703 751,292 

営業外収益     

  受取利息 161 125 

  受取配当金 1,125 1,495 

  保険返戻金 832 － 

  保険事務手数料 524 488 

  貸倒引当金戻入額 2,015 1,193 

  その他 756 946 

  営業外収益合計 5,414 4,248 

営業外費用     

  支払利息 65 48 

  営業外費用合計 65 48 

経常利益 533,052 755,492 

税引前四半期純利益 533,052 755,492 

法人税、住民税及び事業税 196,614 227,161 

法人税等調整額 2,347 28,990 

法人税等合計 198,961 256,152 

四半期純利益 334,090 499,339 
 

― 11 ―



(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税引前四半期純利益 533,052 755,492 

  減価償却費 11,887 10,899 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） 67,812 54,689 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,476 5,325 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,015 △1,193 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △7,815 △11,245 

  役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △8,950 

  受注損失引当金の増減額（△は減少） △3,317 － 

  受取利息及び受取配当金 △1,286 △1,620 

  支払利息 65 48 

  売上債権の増減額（△は増加） 345,297 390,966 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △91,437 △84,968 

  仕入債務の増減額（△は減少） 18,079 △44,666 

  未払費用の増減額（△は減少） △10,254 △3,693 

  未払消費税等の増減額（△は減少） 75,179 △157,443 

  その他 △84,059 △123,231 

  小計 860,664 780,408 

  利息及び配当金の受取額 1,286 1,620 

  利息の支払額 △65 △48 

  法人税等の支払額 △271,879 △298,518 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 590,005 483,462 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 △3,404 △2,491 

  無形固定資産の取得による支出 △3,000 △150 

  その他 883 △49 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △5,521 △2,691 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  リース債務の返済による支出 △1,562 △1,579 

  自己株式の取得による支出 △147 － 

  配当金の支払額 △150,645 △181,182 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △152,356 △182,762 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 432,127 298,008 

現金及び現金同等物の期首残高 4,514,759 5,231,157 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  4,946,886 ※１  5,529,165 
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【注記事項】 

(四半期損益計算書関係) 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。 

  

  

(株主資本等関係) 

前第２四半期累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日） 

１  配当金支払額 

  

２  基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となるも

の 

  該当事項はありません。 

  

当第２四半期累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日） 

１  配当金支払額 

（注）平成26年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。 

  

２  基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となるも

の 

  該当事項はありません。 

  

  
前第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
  至  平成26年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成27年４月１日 
  至  平成27年９月30日) 

給料及び手当 190,543千円 196,133千円 

役員報酬 88,800千円 89,550千円 

賞与引当金繰入額 39,202千円 44,964千円 

退職給付費用 12,364千円 14,933千円 

役員退職慰労引当金繰入額 9,476千円 9,325千円 

法定福利費 35,882千円 38,115千円 

減価償却費 9,559千円 8,641千円 

賃借料 31,134千円 32,226千円 
 

  
前第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
  至  平成26年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成27年４月１日 
  至  平成27年９月30日) 

現金及び預金勘定 4,551,329千円 5,233,457千円 

有価証券勘定 405,694千円 405,855千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10,137千円 △110,147千円 

現金及び現金同等物 4,946,886千円 5,529,165千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 151,658 25 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 181,983 15 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日） 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

   当社の報告セグメントは「ソフトウェア開発」のみであるため、記載を省略しております。 

  

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異 

 調整に関する事項） 

   当社の報告セグメントは「ソフトウェア開発」のみであるため、記載を省略しております。 

  
３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日） 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

   当社の報告セグメントは「ソフトウェア開発」のみであるため、記載を省略しております。 

  

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異 

 調整に関する事項） 

   当社の報告セグメントは「ソフトウェア開発」のみであるため、記載を省略しております。 

  
３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２ 平成26年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
  至  平成26年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成27年４月１日 
  至  平成27年９月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 27円54銭 41円16銭 

(算定上の基礎)     

四半期純利益金額(千円) 334,090 499,339 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 334,090 499,339 

普通株式の期中平均株式数(株) 12,132,620 12,132,266 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成27年11月６日

株式会社東邦システムサイエンス 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東邦シ

ステムサイエンスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第45期事業年度の第２四半期会計期間(平成27年７月

１日から平成27年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東邦システムサイエンスの平成27年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    新  居  伸  浩    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    大  屋  浩  孝    印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年11月６日 

【会社名】 株式会社東邦システムサイエンス 

【英訳名】 TOHO SYSTEM SCIENCE CO.,LTD.  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  村上 宣夫  

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都文京区小石川一丁目12番14号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

   （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長村上宣夫は、当社の第45期第２四半期（自  平成27年７月１日  至  平成27年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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